
Topics

JEITAは「Society 5.0の推進」を基本指針とする2019

年度の事業計画をまとめました。あらゆる企業・産業と連

携し、成長分野に関わる課題の検討や政府への提言、デー

タ利活用の推進など、会員の新たな取り組みを促進する

ための活動にスピード感を持って取り組みます。

IoTやビッグデータ、人工知能（AI）等の技術の進展に

より、産業構造や社会構造が大きく変わりつつある中、

IT・エレクトロニクス産業は、わが国の経済成長ならび

に社会の高度化を支える基盤として、また、あらゆる産

業のつなぎ役として、重要な役割を担っている。

当協会は、Connected Industriesを通じたSociety 

5.0の実現に向け、ベンチャー、海外を含むあらゆる企業・

産業と連携し、成長分野に関わる課題の検討や政府への

提言、データ利活用の推進など、会員の新たな取り組み

を促進するための活動にスピード感を持って取り組む。

また、会員の競争力強化のため、税制改正要望やグロー

バルなデータ流通促進等の事業環境整備に着実に取り組

んでいく。これらの事業を推進することにより、会員企

業の更なる成長、ひいては、わが国の経済・社会の発展

と課題解決に貢献していく。

当協会は、Connected Industriesを通じたSociety 

5.0の推進を活動の指針とし、2019年度は、重点事業

として以下の活動を推進する。

1.データの連携や利活用の推進

（ 1 ）新たな市場創出に関する取り組み

①事業者間データ連携 ②プロジェクト連携 ③政策連携

（ 2 ）新たな成長分野の市場把握とアピール

2.地域におけるデジタル関連投資の促進

3.オープンコミュニケーションの推進

（ 1 ）CEATECを通じたSociety 5.0時代に向けた

　 日本の共創力の発信

（ 2 ）ベンチャー企業との連携

（ 3 ）人材育成の推進

4.会員各社の競争力強化

（ 1 ）通商課題への対応

①AI・5G等をキーにグローバルなデータ流通促進

②自由貿易協定や経済連携協定の早期締結支援

（ 2 ）各国規制・法制度・規格等への対応

①データ流通規制・サイバーセキュリティ法への対応

②自国優先主義政策への対応

③各国の製品含有化学物質規制への対応

④適合性評価・認証の国際調和

（ 3 ）税制改正への対応

（ 4 ）技術政策への対応

5.社会的要請への対応

（ 1 ）IoT時代を見据えた環境貢献

①省エネ・ソリューションモデルの普及啓発

②IoT時代のデータセンター等の包括的省エネ

③IoTによる省エネ・リノベーション（連携制御）

（ 2 ）適正取引の推進

（ 3 ）働き方改革への対応

（ 4 ）安全・安心な暮らしへの対応

（ 5 ）BCM（Business Continuity Management）への取り組み

（6 ）CSR（Corporate Social Responsibility）に関する取り組み

（ 7 ）放送・通信サービスの多様化へ向けた取り組み

6.情報発信強化の取り組み

7.会員増強および委員会活動活性化に向けた取り組み

2019年度の事業計画について

基本方針

重点事業
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2019年度の事業計画について 2019年度の事務局組織体制について

JEITAは「Society 5.0」の推進を中期活動指針とし

て掲げ、IoT時代のステークホルダーの結節点となるべ

く、新たな分野の会員を迎え、定款・組織の変更などの

組織改革を進め、課題解決型の業界団体をめざし、事業

に取り組んでいます。分野横断的な対応にシフトするた

め、2017年度に新たな部会の設置を含めた大規模な組

織改編を10年ぶりに実施したことに続き、本年度は変

革をさらに加速させていくために、事務局組織体制の改

編を実施しましたので報告します。

ポイント①

本部制を採用して関連分野の指揮系統を集約すること

で、領域を越えた連携強化と業務効率向上をめざします。

ポイント②

ベテランと若手のバランスを取りながら、職員の能力を

最大限発揮できるよう、適材適所を進めます。

ポイント③

新たな職制を導入することで、様々な領域における職員

の事業推進力や専門能力の向上を図ります。

標準化戦略室

CEATEC 推進室

経営企画会議

事 務 局 長

ワシントンDC事務所

北京事務所
（JETRO共同事務所）

ブリュッセル事務所
（日本機械輸出組合事務所）

政策渉外部

IoT事業推進部

部品・デバイス部

情報産業部

技術戦略部

ECセンター

経営企画本部

事業推進戦略本部

管理部 関 西 支 部

海外事務所
国際連携室

調査・統計室

広報室

【事務局組織図】

【各部の電話番号】

部門名 担当 TEL FAX

管理部
総務・CS 03-5218-1050 03-5218-1070

経理 03-5218-1051 03-5218-1070

政策渉外部

政策渉外 03-5218-1052 03-5218-1071

調査・統計室 03-5218-1052 03-5218-1071

広報室 03-5218-1053 03-5218-1072

国際連携室 03-5218-1060 03-5218-1079

IoT事業推進部 03-6268-0003 03-5218-1078

部門名 担当 TEL FAX

技術戦略部

環境 03-5218-1054 03-5218-1073

技術戦略・法務知財 03-5218-1059 03-5218-1078

標準化戦略室 03-5218-1059 03-5218-1078

部品・デバイス部
部品・ディスプレイ 03-5218-1056 03-5218-1075

半導体 03-5218-1061 03-5218-1080

情報産業部
情報・産業システム 03-5218-1057 03-5218-1076

AVC・安全 03-5218-1058 03-5218-1077

ECセンター 03-5218-1062 03-5218-1081

サービスセンター 03-5218-1086 03-3217-2725

関西支部 06-6364-4658 06-6364-4560
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